
（別添） 

人件費に関する経理処理について 

イノベーション創出事業 イノベーション創出支援補助金に係る人件費の算出方法等は、以下のとおり

となりますので、補助事業の実施にあたり、適正な経理処理を行ってください。 

 

＜基本的な考え方＞ 

人件費とは補助事業に従事する者（以下、「事業従事者」という。）の作業時間に対する給料その

他手当てをいいます。 人件費は原則として以下の計算式により構成要素ごとに計算します。 

人件費＝時間単価 × 作業時間数 

時間単価については、後述する算出方法により、事業従事者 1 人ずつ、個人別に算出します。  

また、作業時間数については、当該事業に従事した分についてのみを計上してください。作業時間数

の算出に当たっては、後述する業務日誌の作成が基本となりますが、中小企業基本法に規定する中小

企業者・小規模企業者や、個人事業主については、一定の要件のもと、業務従事報告により把握・算

出することも可能です。以下の取扱いは、通常の勤務形態である一般職を前提とした基本的な考え方

であるため、補助事業者における個々の実情を踏まえた取扱いが必要となる場合は別途協議し、対応

します。 

 

＜時間単価の算出方法＞ 

時間単価の積算は原則として以下の手法により算出します。 

【手法１:実績単価計算】 

    人件費時間単価＝（年間総支給額 + 年間法定福利費）÷ 年間理論総労働時間 

＊法定福利費は健康保険料、厚生年金保険料（厚生年金基金の掛金部分を含む。）、労働保険

料、児童手当拠出金、労働基準法の休業補償等の補助事業者負担分とします。  

＊年間理論総労働時間は年間営業カレンダー等から年間所定営業日数を算出し、就業規則等から

１日あたりの所定労働時間を算出し、それぞれ算出した日数及び時間を乗じて得た時間です。なお、

年間総支給額は、基本給、管理職手当、都市手当、住宅手当、家族手当、通勤手当等の諸手

当及び賞与を含めることができますが、時間外手当、食事手当などの福利厚生面で補助として助成

されているものは含めることができません（以下同じ）。  

【手法２:健保等級単価計算】 

本計算は当該補助事業における健保等級単価の計上方法、単価表等を確認して行うこととなります。 

○時間単価の考え方   

健保等級単価計算を使用する場合における時間単価の適用は原則下表のとおりとします。なお、

当該単価を使用する場合には、時間内、時間外、休日等の区分を問わず、同一の単価を使用し

ます。※1 

 



【時間単価適用表】 

雇用関係 給与 時間単価 

健保等級適用者 全て 賞与回数に応じた時間単価一覧表の区分を選択

し、「健保等級」に対応する時間単価を適用。 

健保等級適用者以外※2 年棒制 

月給制 

月給額を算出※3 し、時間単価一覧表の「月給額範

囲」に対応する時間単価を適用。 

日給制 時間単価一覧表を適用せず、日給額※4 を所定労働

時間で除した単価（1 円未満切捨て）を適用。 

時給制 時間単価一覧表を適用せず、時給額※5 を適用。 

※1 ただし、健保等級単価に基づく人件費が、事業者の負担した人件費を大幅に超える場合等は、時間

単価の調整が必要になります。 

※２当該事業期間内に支給される賞与（事業期間終了日の翌月末日に支給することが確定している

賞与も含む。）を時間単価の算定に加算することができます。加算方法は、月給額に加算する場合

は、上期（４～９月）、下期（１０月～３月）の期間内にそれぞれ支給される賞与額を各期間

の月額に加算（対応する月数で除す）し、日給額に加算する場合は、前記方法をさらに１か月  

あたりの所定労働日数で除した金額を日額に加算します（１円未満切捨て）。  

※３年俸から月給額を算定する場合には健康保険の報酬月額の算定に準じます。  

※４１日あたりの通勤手当（雇用契約書等から算定できるもの）を所定労働時間で除して得た額を 

時間単価に加算します。 

※５就業規則等で定められた所定労働時間より短い、短時間労働者（嘱託、短時間勤務正社員等の

別にかかわらず労働契約等で短時間労働が規定されている者）については、所定労働時間の比率

により調整したものを使用することができます。 

 

健保等級の適用にあたっては、補助事業の開始時に適用されている等級に基づく単価を使用し、当

該事業期間中において改定があった場合には新しい健保等級に基づく単価を改定月より適用します。 

 

＜作業時間数の算出方法＞ 

作業時間数の把握・算出は、原則として以下の手法によることとします。 

【業務日誌】 

従事時間を把握するため、業務日誌を作成します。 

①人件費の対象となっている事業従事者毎の業務日誌を整備してください。（他の委託・補助事業

及び自主事業等の従事時間・内容を当該補助事業と重複して記載しないよう十分注意ください。）  

②業務日誌の記載は、事業に従事した者本人が自分で記載してください。（他の者が記載すること

等、事実と異なる記載がなされるおそれがないようにしてください。） 

③当該補助事業に従事した時間を記載してください。なお、従事した時間に所定時間外労働（残

業・休日出勤等）を含む場合とは、以下となります。 

○補助事業の内容から、平日に所定時間外労働が必要不可欠な場合で、補助事業者が残業

手当を支給している場合。  



○補助事業の内容から、休日出勤（例:土日にシンポジウムを開催等）が必要である場合で、

補助事業者が休日手当を支給している場合。ただし、支給していない場合でも補助事業者が

代休を手当てしている場合は同様とします。  

④昼休みや休憩時間は、除外してください。 

⑤当該補助事業における具体的な従事内容（出張や会議等の内容）が分かるように記載してくだ

さい。なお、出張等における移動時間についても当該補助事業のために従事した時間をして計上す

ることができます。 ただし、出張行程に自社事業等他の事業が含まれる場合は按分等により考慮

する必要があります。 

⑥当該補助事業以外の業務を兼務している場合には、他の事業と補助事業の従事状況を確認で

きるようにしてください。  

⑦責任者はタイムカード（タイムカードがない場合は出勤簿）等の帳票類と矛盾がないか、他の事業

と重複して記載していないかを確認の上、記名してください。  

⑧個人情報保護の観点から必要がある場合は、適宜マスキング等の処理をしてください。 

 

＜経理処理の実施方法＞ 

①-1【実績単価計算により算定する場合】 

時間計算の基礎となる当該事業実施年度の給与台帳又は給与明細、年間所定労働時間算出表

（年間営業カレンダーと就業規則等）を整備し、整備された資料を基に時間単価を算出します。補助

事業に係る事業従事者の時間単価算出に係る表、並びに個人別に月額人件費を集計した表を作成・

整理してください。 

※時間給算出に法定福利費（補助事業者負担分）を計上する場合は、健康保険・厚生年金保

険料額表等に基づく補助事業者負担割合を計上し、根拠を示す書類を作成・整理してください。

なお、保険等級や保険料率の変更があった場合には、変更による影響を加味して法定福利費を

計算してください。  

①-2【健保等級単価計算により算定する場合】  

健保等級適用者にあっては、健保等級証明書※（標準報酬決定通知書、標準報酬改定通知書、

標準報酬月額保険料額表）を、非適用者にあっては給与証明書※（給与明細、雇用契約書等）

を整備してください。 

※証明は補助事業者の給与担当部署の責任者が行うものとし、その証明は事業期間終了日となり

ます。 

 

②給与の支払額が確認できる書類（銀行振込受領書等）、タイムカード又は出勤簿、残業を対象に

する場合には残業分の賃金支払が確認できる書類等を整備してください。 

 

③実績報告時には、原則として給与及び法定福利費の支払を完了してください。ただし、支払が事業

期間内に完了していない場合は、支出義務額を確定してください。 

 

 



＜必要書類のまとめ＞ 

① 事業従事者の時間給額算出の根拠となるもの（算出表等） 

② 給与明細の写し 

③ 業務日誌 

④ 給与支払証明となる書類（銀行振込受領書） 

 ※企業名、振込先の事業従事者名、日付、金額がわかるもの 

⑤ その他、機構から提出指示のあったもの 


